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第１章 

 

計画策定の考え方と方向性 
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1 計画策定の考え方 

 
地球温暖化の進行は、生態系や人類に悪影響を及ぼし、予想される影響の大きさや深

刻さから、人類の生存基盤に関わる最も重要な環境問題の一つです。 

実際に猛暑や集中豪雤など、地球温暖化に多尐なりとも関係があると考えられる事象

が増加する中、一層の地球温暖化対策が求められる状況となっています。 

人々が協調して地球温暖化の進行を防ぐ体制を築き、具体的な行動につなげていくこ

とが急務であり、国際的には、2013 年からの新たな地球温暖化防止の枞組みを構築する

ための協議が続けられております。国内においても、地球温暖化対策の基本的な方向性

等を盛り込んだ法案や、その具体的な施策のひとつである再生可能エネルギーの利用拡

大を図る制度導入のための法案が提出され、後者については来年 7 月から施行されるは

こびとなっています。 

また、2011 年 3 月に起こった東日本大震災により、東北地方を中心に甚大な人的・物

的な被害が発生するとともに、経済循環の寸断による全国的な供給ショックや、原発事

故に伴う電力の制約なども生じることとなりました。今回の震災を教訓に、様々な面で

パラダイムシフトを図り、持続可能な社会を再構築していく必要があり、ライフスタイ

ルやビジネススタイルの省エネ化、エネルギー源の多様化・分散化などを積極的に進め

ていかなければなりません。 

こうした状況を踏まえ、地域自らがその特徴を生かした地球温暖化防止行動計画に基

づいて取組を実践する必要性が高まっているという認識のもと、今回策定の計画では、

国内でも有数の工業地域を有する一方で、豊かな森林資源にも恵まれ、太陽光などの自

然エネルギーが豊富であるといった本県の特徴を生かしながら、地球温暖化対策を経済

成長にも繋げていく方針のもとで、県民、事業者、行政など各主体が一丸となって、積

極的に地球温暖化対策に取り組むことを目指します。 

また、より良い環境に恵まれた持続可能な社会を実現し、健全で恵み豊かな環境を安

全・安心のもとで将来の世代へ継承することは、私たちに課せられた重大な責務である

ことから、岡山県の地域特性を生かした「岡山ならでは」の環境先進県の実現を目指し

ます。 
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2 ４つの目指すべき方向性 

 
今回の計画においては、全国的に進めていく施策のほか、地域自らがその特徴を生か

した取組を実践していくため、以下の 4 つの方向性を県民・事業者と共有し、施策を展

開していきます。 

 

 

 

工業県としての先進的な温室効果ガス削減モデルを追求するとともに、県内企業

における低炭素社会貢献製品の製造や利活用、大学等の研究成果発信を推進します。 

また、県北の豊かな森林資源の CO2 吸収・固定機能を十分に発揮させるために、

林業の振興による森林管理の充実を図るとともに、県北の CO2 吸収を県南の産業活

動に生かすことができるモデルを構築しながら、工業県でありながら県内の森林資

源を活用した「低炭素ものづくりモデル県」を目指します。 

 

 

 

地域経済への波及効果や地域雇用の創出の観点にも考慮した政策立案・推進を行

うことにより、経済が成長しても環境負荷が減尐するモデルの追求に挑戦します。 

 

 

 

「おかやま新エネルギービジョン」において掲げられているように、県内の豊か

な自然エネルギーのポテンシャルを最大限に発掘、活用し、県内各地でのエネルギ

ーの地産拡大を推進します。 

 

 

 

環境学習や各種普及啓発活動、地域活動の支援などを積極的に行い、県民、事業

者、行政、各種団体が一体となって地球温暖化対策に取り組む社会の構築を目指し

ます。 

 

  

Ⅰ 低炭素ものづくりモデル県の構築 

Ⅱ 「緑の経済成長」推進県への挑戦 

Ⅲ エネルギー地産推進県の追求 

Ⅳ 県民総参加体制の構築 
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• 低炭素型社会の構築においては、人々の地球温暖化対策に向けた日々の取組が欠か

せないものであるとともに、優れた技術力によって低炭素型製品を作り出すといっ

た「低炭素ものづくり」の推進が必要です。 

• 2011 年 3 月の東日本大震災を受け、節電や省エネ活動等に対する意識の高まりか

ら、低炭素型製品へのニーズも今後更に高まることが予想されます。 

• 岡山県は、水島工業地帯を中心とした優れたものづくり工業県であり、特に最近で

は、電気自動車や次世代電池の部材など、将来の低炭素化に貢献する製品の製造が

行われています。 

• また、岡山大学の「エネルギー環境新素材拠点」（2010 年 7 月発足）に代表され

るように、低炭素社会の構築に寄与することを目指した基礎科学分野の最先端の研

究も進められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅰ 低炭素ものづくりモデル県の構築 

背 景 

◆◆  岡岡山山県県ののポポテテンンシシャャルル  



 

5 

 

 

• 本県の県南にある工業地域は国内でも有数の工業地域ですが、たゆまぬ企業努力に

より、製造業からの温室効果ガス排出量の伸びは逓減しています。全国的にも先進

的な取組が行われていることに加え、高機能鋼材や次世代電池といった低炭素社会

の構築に寄与する工業製品の製造も多数行われていることから、これらの優れた省

エネ対策の普及や、県内企業における低炭素社会貢献製品の製造や利活用を推進し

ます。また、大学等における基礎科学分野の最先端の研究成果も積極的に発信します。 

• 一方で、製造業からの温室効果ガス排出量の占める割合は依然として高いことか

ら、本県の県北地域には豊かな森林資源が存在しているという特性を生かし、森林

の持つ CO2 吸収・固定機能を十分に発揮させるために、林業の振興による森林管理

の充実を図るとともに、県北の CO2 吸収を県南の産業活動に生かすことができるモ

デルを構築しながら、工業県でありながら県内の森林資源を活用した「低炭素もの

づくりモデル県」を目指します。 
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• 地球温暖化は、自然環境から人間社会まで幅広く悪影響をもたらす重大な問題であ

り、早急な対策が求められていますが、「温室効果ガス排出量を 2020 年までに 25%

削減、2050 年までに 80%削減（ともに 1990 年比）」という国の中長期目標の達成

については、経済の停滞や国民負担の増加につながるという懸念もあります。 

• 一方で、経済構造そのものを低炭素型に転換する必要があるとの前提に基づく「緑

の経済成長（Green Growth）」論では、温暖化対策に取り組む過程において、全く

新しい市場の出現や、他業種又はベンチャー企業等からの新規参入による新産業の

開拓なども期待され、雇用の拡大や経済成長につながると考えられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅱ 「緑の経済成長」推進県への挑戦 

◆◆「「緑緑のの経経済済成成長長」」のの基基本本的的なな考考ええ方方とと進進めめ方方  

□ 緑の経済成長の基本的な考え方 

環境の悪化、生物多様性の喪失、天然資源の持続不可能な利用を防止しつつ、経済の成長と発展を

追求する手段。 

グリーン経済への移行に伴い、新たなグリーン産業・雇用・技術の発展を目指す。  

 

□ 緑の経済成長の進め方 

出典：OECD「 Interim Report of the Green Growth Strategy: Implementing our commitment for a sustainable future 」  

背 景 

障害の除去 

転換の促進 

移行の支援 

国際協力 

進捗状況 

の把握 

• 環境に有害な事業への補助金の改革  

• 環境負荷低減に係る財・サービスの貿易障壁の撤廃  

• 政策の整合性強化 

• 様々な施策を網羅する包括的な政策の起用  

• グリーン技術のイノベーションと普及の加速  

• よりグリーンな消費の奨励とそのための革新的な金融メカニズムの整備 

• 労働市場の整備及び職業訓練施策を通じた円滑な労働力再配分  

• 労働者の技能・能力の向上•産業、社会構造の変化に対応した適切な

資源配分 

• 福祉の向上に資する金融メカニズムの構築  

• 貧困削減に寄与するグリーン成長戦略の模索  

• 世界に点在する潜在的な競争力の活用  

• 国境を越えた技術移転と研究開発協力の促進 

• 新しい会計制度など進捗を把握する指標の策定  

• 特定の政策がもたらす影響の検証 

緑
の
経
済
成
長 
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• 本県は温室効果ガス削減の効果のみならず、地域経済への波及効果や地域雇用創出

に配慮した政策立案・推進を行うことにより、経済の発展に伴って環境負荷が増加

するという考え方を切り離し（デカップリングし）、経済が成長しても環境負荷が

減尐するモデルの追求に挑戦します。 

• 「おかやま次世代自動車技術研究開発プロジェクト」（2011 年 6 月発足）では、

産学官が連携して新技術、新工法、新素材を結集した EV（電気自動車）の開発を

目標に、技術開発の推進、人材育成に取り組むこととしており、こうした取組によ

り、環境負荷の低減と経済成長、雇用の拡大を目指します。 

 

 

 

 

  

◆◆  経経済済波波及及効効果果・・雇雇用用創創出出効効果果ののイイメメーージジ  

森林資源を利用した 

素材・製品の利活用 

バイオマス燃料の 

利活用 

低炭素製品の利用 

森林吸収 

バイオマス素材・燃料 

低炭素型製品 

地域経済への 

波及効果 
地域雇用の創出 

県内の 

環境負荷削減 ＋ ＋ 

方 針 
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• 本県は、「晴れの国」といわれるほど降水量が尐なく日照時間が長いこと、三大河

川や森林などの自然資源が豊富であることなど、自然エネルギーに恵まれていると

いった特徴があります。 

• 原発事故に伴う電力の供給不足に対する不安から、分散型ネットワーク電源の重要

性が見直される中、自然エネルギーの促進に向けた動きは、今後急速に進むことが

予想されます。 

• また、県内では、太陽光発電分野に関連する部材等を製造する企業の立地や、市民

共同発電所の活動をはじめとする住民参加による新エネルギー導入の取組、新エネ

ルギーをまちづくりに生かす取組などが進められています。さらに、バイオマスタ

ウン構想を推進する真庭市や津山市などでは、木質ペレットの製造、バイオマス発

電などの取組も進められています。 

 

 

 

 

 

  

Ⅲ エネルギー地産推進県の追求 

◆◆  岡岡山山県県のの新新エエネネルルギギーー導導入入状状況況  

◆◆  岡岡山山県県のの新新エエネネルルギギーー研研究究開開発発  

〔太陽光発電の設置 6 万キロワット（平成 21 年度）〕 

西之浦浄水場太陽光発電＇企業局（ にしきおひさま発電所＇岡山市（  

〔水力発電・バイオ燃料など多様な新エネを供給〕 

三室小水力発電所＇企業局（  バイオ燃料を利用した公用車＇真庭市（   

各種研究開発が進められている  

• 産業技術総合研究所の集光型太陽光発電システムの実証研究（岡山市）  

• きらめき岡山創成ファンド、次世代自動車関連技術開発促進事業等の基礎研究 

背 景 
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• 県内の豊かな自然エネルギーのポテンシャルを最大限に発掘、活用し、安定したエ

ネルギー供給が確保できる地域を目指します。 

• 各地域で生み出されたエネルギーを企業や家庭、電気自動車等で活用するなど、「お

かやま新エネルギービジョン」において掲げられている様々な対策を推進すること

により、エネルギーの地産拡大と利活用を着実に推進します。 

 

 

 

 

  

◆◆「「おおかかややまま新新エエネネルルギギーービビジジョョンン」」でで掲掲げげらられれたた目目標標（（22002200 年年））  

出典：岡山県「おかやま新エネルギービジョン」（平成 23 年 3 月）  

方 針 

□ メガソーラーの設置<10 施設> 

□ 新エネ関連企業の立地<30 件> 

□ 新エネ関連の新技術・新製品の開発促進 

<30 件> 

□ 新技術開発に向けた競争的資金の獲得 

<6 件>  

【市場獲得戦略】 

□ 新エネ関連セミナー等への参加 

<累計 1000 人>  

□ 市民共同発電施設の設置<60 施設> 

□ 小水力発電の普及<27 件> 

□ 木質バイオマスの利活用<10 地域> 

□ 太陽光発電による自動かん水システムの

導入＜56 箇所＞  

【地産拡大戦略】 

□ 環境学習の実施<500 回>  

□ 住宅用太陽光発電の普及 

<設備容量 300,000kW> 

□ 電気自動車の普及<2000 台> 

□ 地域のイメージアップに結びつく新エネ

ルギー導入<20 地域> 

□ 民間太陽光発電設備としての認証 

<100 件>  

 

【イメージアップ戦略】 

〔産業の姿〕 

①新エネルギー産業が成長分野として確立 

②新エネ関連の岡山発の新技術・新製品の多

数産出 

③新エネ市場の拡大 

④新エネ産業のメッカとして全国的に注目 

〔地域の姿〕 

①全国有数のメガソーラー先進県 

②県下全域で新エネルギーの重要性への理解

が浸透 

③新エネ活用の取組が県下で幅広く展開 

④地球に優しいライフスタイルの全国に先駆

けた普及 

【目指すべき姿】 
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• 「環境の世紀」と言われる 21 世紀は、一人ひとりが、将来の地球のために何をす

べきかを考え、積極的に取り組んでいくことが必要な時代でもあります。 

• 本計画で掲げる温室効果ガス排出量の削減目標は、決して一朝一夕に達成できるも

のではなく、地域に存在する県民、事業者、行政などのあらゆる主体が自主的・自

発的に地球温暖化対策に取り組むことが不可欠です。 

• また、本計画の上位計画である新岡山県環境基本計画「エコビジョン 2020」（2008

年 2 月策定）では、県内の健全で恵み豊かな環境を将来の世代へ継承するとともに、

将来を担う次世代に対する教育活動などを充実させることによる「より良い環境に

恵まれた持続可能な社会」を目指すべき姿として掲げています。 

 

 

 

 

 

  

Ⅳ 県民総参加体制の構築 

◆◆  エエココビビジジョョンンににおおけけるる岡岡山山県県のの目目指指すすべべきき姿姿  

出典：岡山県環境基本計画「エコビジョン 2020」 

背 景 
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• 全県民が地球温暖化対策を自らの責務と捉え、積極的に温暖化対策の取組を実行で

きるよう、普及啓発活動、地域活動の支援などを積極的に行い、県民、事業者、行

政、各種団体等が一体となって地球温暖化対策に取り組む体制を目指します（ヨコ

の広がり）。 

• また、将来世代に対して地球温暖化問題への関心を啓発する観点から、環境学習の

推進を図り、「ヨコ」のみならず、「タテ」にも繋がった県民総参加体制の構築を

目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆◆  各各主主体体のの地地球球温温暖暖化化対対策策のの取取組組ののイイメメーージジ  

方 針 

県民総参加体制 

県県民民  

 省エネ型ライフスタイルの定着 

 環境負荷の尐ない製品・サービスの選択 

 自治体や各種団体の取組、アースキー

パーメンバーシップへの積極参加 

 地球温暖化に対する理解・関心を深め

る 等 

事事業業者者  

 環境負荷削減技術の開発・活用の推

進  

 「岡山エコ事業所」等への積極参加  

 省エネ型ビジネススタイルの定着  

 国内クレジット制度等の国の制度の活

用 等 

各各種種団団体体（（環環境境 NNPPOO 等等））  

 環境負荷削減を目指した各種団体・エ

コパートナーシップおかやま等と連携し

た取組の推進  

 県民に対する、環境意識向上を促す取

組の推進 

 自らの環境対策の率先実行 等 

行行政政  

 県･市町村自らの率先実行 

 温暖化防止につながる取組の制度化、

実践行動への支援 

 再生可能エネルギー導入の推進 

 地域環境の整備・改善 

 環境学習の推進 等 
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